立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第12回　立法技術論への導入
1. 法令文のあり方と法令用語の基礎知識
· 法令文では、原則として、表現すべき内容をすべて日本語で表現しなければならない。

· 法令文は、悪文の典型のように言われることがある。
· 法令文は、正確でなければならない。

· 法令に用いられる言葉の中には、特有の用語法があり、一般人にとって理解が容易でないものもある。

· 「及び」・「並びに」

· 「又は」・「若しくは」

· 「みなす」・「推定する」

· 「とき」・「時」・「場合」

· 「もの」・「者」・「物」
2. 法令文の平易化と基本的法律の改正
· 1990年代前半の段階で、いわゆる六法のうち、民法（前3編）、商法、民事訴訟法、刑法は、片仮名書き・文語体で表記されていた（さらに、見出しがなく、句読点がなく、濁点や半濁点が振られず、拗音・撥音もすべて大書きされていた）。これらは、きわめて基本的な法律であるにもかかわらず、片仮名書き・文語体で表記されており、一般人が読んで理解することが容易ではなかったため、改善が求められていた。
· そこで、1995（平成7）年に、刑法が平仮名書き・口語化されたのを皮切りに、1996（平成8）年に、民事訴訟法が内容についても全面改正され、表記も平仮名書き・口語化され、2004（平成16）年に、民法が平仮名書き・口語化され、2005（平成17）年に、商法が会社法を別の法令として分けたうえで平仮名書き・口語化され、いわゆる六法は、すべて平仮名書き・口語体となった。
〔ケース1〕刑法の改正
わが国の刑法は、仮刑律（明治元年）や新律綱領（明治3年）、改定律例（明治6年）など、律令法が続いており、近代的意味の刑法典は、1880（明治13）年のいわゆる旧刑法（刑法（明治13年太政官布告第36号））が最初であった。現在の刑法典と連続性をもつ刑法（明治40年法律第45号）は、1907（明治40）年に制定された。その後、刑法の全面改正を企図して、改正刑法仮案が公表されたこともあったが（総則は1931（昭和6）年に、各則は1940（昭和15）年に公表された）が、未定稿にとどまった。

法制審議会は、刑法を口語化し内容面でも大幅な変更を加えた全面的な改正を目的として、1974（昭和49）年に、改正刑法草案を公表した。改正刑法草案は、市販の六法に掲載されるなどしたが、ついに国会に提出されることはなかった。

1995（平成7）年、内容の変更を伴う改正を原則として行わず、①条文の見出しの付加、②表記の平易化（文語体を口語体にし、難しい言葉や表記を平易化し、古い用語を現代用語化するなど）、③尊属加重規定の削除、④瘖啞者の行為に関する規定の削除を内容とする「刑法の一部を改正する法律（平成7年法律第91号）」が制定され、同年施行された。
〔ケース2〕民法の改正

いわゆる旧民法（民法財産編財産取得編債権担保編証拠編（明治23年法律第28号）、民法財産取得編人事編（明治23年法律第98号））は、1890（明治23）年に制定され、1893（明治26）年に施行される予定であったが、いわゆる法典論争により、施行が延期された。その後、1896（明治29）年、第1編～第3編（総則、物権、債権）が制定され（民法第一編第二編第三編（明治29年法律第89号））、次いで第4編及び第5編（親族、相続）も制定され（民法第四編第五編（明治31年法律第9号））、1898（明治31）年に施行された（旧民法は施行されずに廃止された）。
日本国憲法の制定に伴い、1947（昭和22）年、民法の一部を改正する法律（昭和22年法律第222号）により、後2編が全面改正され、表記も平仮名書き・口語体となったが、前3編は片仮名書き・文語体のままであった。

2004（平成16）年、①前3編と後2編の統合、②編章構成・条番号等の整序（ただし、一般になじみの深い条文は動かしていない）、③条文の見出しの付加、④表現の平易化（文語体を口語体にし、難しい言葉や表記を平易化し、古い用語を現代用語化するなど）、⑤保証債務に関する規定の整備を内容とする「民法の一部を改正する法律（平成16年法律第147号）」が制定され、2005（平成17）年4月1日に施行された。
〔ケース3〕商法の改正

いわゆる旧商法（明治23年法律第32号）は、1890（明治23）年に制定されたが、いわゆる法典論争により、一部が1893（明治26）年に施行された一部を除き、施行が延期された。その後、1899（明治32）年に、総則、会社、商行為、海商の4編からなる商法（明治32年法律第48号）が改めて制定され、同年より施行された。
実質的意味の商法は、この商法典に限らず、有限会社法、手形法、小切手法、担保附社債信託法、会社更生法、不正競争防止法、証券取引法、商法特例法（株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律）など、別個の法令として制定されている。
商法は、ここ数年、毎年のように改正が行われているが、表記は明治以来の片仮名書き・文語体のままで、平仮名書き・口語体化されることはなかった。特に、会社法については、頻繁に改正を繰り返すうちに、諸制度間に規律の不均衡が生ずることも少なくなく、その整理も求められていた。

そこで、片仮名書き・文語体で表記されている商法第2編及び有限会社法等の規定について、平仮名書き・口語体に改め、会社法という1つの法典にまとめたうえで、その他の商法の規定も平仮名書き・口語体に改めるため、2005（平成17）年、「会社法（平成17年法律第86号）」及び「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）」が制定された。
3. 準用

· 法令の規定をその本来の対象以外の類似の対象に対して、規定に必要な若干の変更を加えてたうえであてはめることを、準用という。準用は、類似の規定を重複して設ける煩を避けることができ、法文が簡素になるため、多用されている。

· 準用される規定が多く、あるいは準用規定が異なる法律にある場合や、読替規定が複雑な場合などは、どのように準用されているかを理解するのが困難な場合がある。

4. 「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かい),改)め文」と新旧対照表方式

· わが国では、既存の法律の一部を改正する場合には、「第○条中「A」を「B」に改め、「C」の下に「D」を加え、「E」を削る」などのように、改正部分を指示し、その改正字句を指定することにより、元の法令が書き換えられるという溶け込み方式を採る。

· 溶け込み方式は、改正点が明確であるという長所があるが、改正法のみを読んだだけでは改正後の規定の内容を理解することは容易ではないとの批判がある。
· 溶け込み方式に対しては、全部改正方式や新旧対照表方式などが提唱されている。

· 2004（平成16）年に制定された「国民年金法等の一部を改正する法律（平成16年法律第104号）」では、条文の改正作業に過誤があり、政府は多方面から厳しい批判を浴びた。しかし、法令文の正確な改正がきわめて困難な作業であるということを考えれば、過誤を一方的に責めるのは妥当ではなかろう。

立法政策論　第12回課題

法とは何かについて、考えよ（文書化して提出する必要はない）。
なお、次回の授業時間中に、学期末レポートを提出する。
学期末レポートについて（予告）（再掲）
学期末レポートの課題は、「立法政策論の講義内容を踏まえて、受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言をまとめよ」とし、第13回の授業時間中に提出する。
· 学期末レポートは、（1）政策提言の内容、（2）提案理由及び参考資料との2部に分けることが望ましい（分綴、合本いずれでもかまわないが、分綴する場合には、2冊ともに氏名等必要事項の記載漏れがないように留意されたい）。このうち、（1）は、政策提言を具体的に示した要綱とし（条文化までは求めない）、（2）は、説得的な政策提言を行うのに必要な資料の要録とする。当該政策分野における現行法制度の概要、なぜそのような政策が求められるかという理由、他の考えうる政策の内容と当該政策との優劣、期待される効果などについては、（1）ではなく、（2）として提出する。

· （1）については、政策提言をより簡潔にまとめることを心がけ、また、（2）については、他者にその政策提言をできる限り説得するのに必要なものをまとめたものとすることが望ましい。
· 学期末レポートの内容は、第6回及び第11回で発表しまたは提出した内容と一致させる必要はない。第6回及び第11回の提出物と学期末レポートは別個のものとみなすので、すでに提出したものにおいて述べた内容についても、必要があれば、学期末レポートで再び言及することが望ましい。
· 最終レポートは、個人で取り組むことを原則とする。第6回及び第11回で2人以上のワーキンググループで取り組んだ課題を最終レポートの課題とする場合には、提言内容や根拠とする資料がある程度は類似しうるであろうが、最終レポートはあくまで個人単位で取り組むべきものである以上、相互に過度に類似しないよう留意されたい（政策提言のうち主要な点において意見を異にしたり、具体的な課題を違えるなど、ワーキンググループ内で調整することはかまわない）。

· 2人以上で1つのレポートを共同して作成し提出する場合は、執筆分担の記載の有無に関わらず、全体で1つのレポートとみなし、その評価を提出人数で割った商を等しく提出者に分配することとする（例えば、100点満点で90点の評点のレポートを3人で提出した場合には、1人30点の評点とするので、1人で提出した50点の評点のレポートよりも低い評価となる）。

· 文字数やページ数についての上限は設けない。
· 図表や色刷りなどについての制限は設けない。
· 提出する期限と方法は厳守する。期限に遅れた提出は、一切認めない。郵送やメールへの添付などによる提出も、一切認めない。
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